第２１回第１部会（行政推進）概要

日　時　　平成２０年１０月１７日（金）　午後６時３０分～午後８時３０分
場　所　　登別市役所　第１委員会室

出席者　　合田美津子、鎌田和子、石亀裕、関修、関川昭雄、田中寛志、安野尚允
事務局　　二階堂企画Ｇ総括主幹、立中企画Ｇ主査（企画調整）
配布資料
　①平成２０年度登別市行政評価（案）（合田委員）
　②登別市の仕事一覧（関委員）
③新聞記事（合田委員）

④ふるさと納税制度及びパブリックコメントに係る意見について（事務局）
議　題　　１．外部評価について
　　
１　外部評価について
❑　登別市の仕事一覧について説明願いたい。

❑　配布資料「登別市の仕事一覧について」により説明

❑　（平成２０年度の登別市行政評価（案）議案書資料３ページの「市民による事務事業の仕分け作業」について説明）
　　自治体が実施主体となるが、私たちがどのように関われるのか。
　　今までの外部評価をやっていかなければならないと思う。

❑　市の内部評価は、公表できる状況なのか。
❑　まだですが、まもなく公表できると思います。（事務局）

❑　改善後の内部評価の様式を見てみたい。
❑　昨年の点数方式を改善し、評価について文書表現を取り入れている。（事務局）
❑　対象案件の抽出前にほしいのですが。

❑　次回の部会で様式を提出します。（事務局）

❑　資料《実施計画》（４）について、説明をしてほしい。
❑　資料にある方式は、構想日本が行っている方法です。
❑　討論とは、その場で行うのか。
❑　説明者に対し、参加者がその場で行います。
❑　部会は部会で行う必要がある。
❑　私も、部会でやる必要があると思う。
❑　事業仕分けは、外部評価のことをいうのか。
❑　基本的には、外部評価の分野に入ります。（事務局）
❑　事業仕分けを市が行うことはかまわない。
❑　市が主体的になって外部評価することを、市民自治推進委員会が議論する必要はない。
❑　私たちがどのように関わったらよいか、従来の方法でやりますかということを含めて意見がほしい。
❑　市が主体的になってこういう委員会をつくるのなら、市がやる外部評価も二つも三つもやる必要がないのだから、市民自治推進委員会でやろうとしていることはルールを改めてやらなくともいいのではないか。
❑　それは、行政でやったものと私たちのやったものを参考にしてもらおうと。

❑　それでは、時間も金ももったいない。

❑　事業仕分けというのは、構想日本と自治体職員で構成されている人たちがコーディネーターと仕分け人を務めます。事業概要については、市の職員が説明します。

事業仕分けの視察に、今週末、神奈川県大磯町へ行きますので、事業仕分けと今までの評価の違うところところが分かります。今までの事務事業評価は、この事業をどのように改善して行こう、継続する場合どう見直して効果を上げていこうかという議論が最初にあります。事業仕分けは、この事業が必要か必要でないかというところから入ります。
必要な事業であれば、国、北海道、登別市のうちどこが主体となってやっていくかという議論をして行くのです。（事務局）
❑　内部評価の項目をやるということで。
❑　仮定の話ですが、これを全面的に導入するとすれば今までやっている事務事業評価と平行で行うことはできないと思います。

　　特徴の一つは、その事業が必要か不必要かという議論。もう一つは、市が行うべきか、民間が行うべきか。民間が行うことになると、市は一切携わらないことになります。今までの事務事業評価では、民間といっても補助金とか委託料を支出していたので、ここが根本的に違います。さらに、外部の人が入ります。これには、賛否両論があると思います。３年前に滝川市で行われましたが、市議会議員の反発が強く導入されませんでした。その理由は、外部の人が来てもわがまちのことがわからないということでした。認めるという意見もあり、第三者が入ることによって冷静に客観的に評価できるということです。（事務局）
❑　第三者が入ることは意味がないと思う。
❑　第三者を入れるかどうかが議論の対象になってくると思う。（事務局）
❑　スリム化をしている時、何を基準にして削減するのか難しい。
❑　対象事業を選ぶときに、例えば、事業費の金額で５００万円以上、１，０００万円以上にして対象として行う方法もある。（事務局）
❑　視察をしてきて、やるということになったならば、外部評価を条例で決まっている市民自治推進委員会で行わなくともクリアできるのですよね。
❑　仕分け人の構成メンバーによると思います。メンバーに市民自治推進委員会が加わることは、ある意味では、市民自治推進員会として行ったという捉え方ができるのではないか。（事務局）
❑　どのようにしていくのか、意見がほしい。
❑　市役所が、議論すべきでないのか。
❑　私は、そういうイメージをもっておりました。今まで行ってきているので、それとの兼ね合いをどこかで議論をしておかないとだめかなと思っています。
❑　なぜ、これをやるのかという背景を説明しないと、この事業だけを持って来ても関さんの言うように外部評価とどう整合性があるのかということになると思う。

　　私は、基本的には外部評価に向けて、事業判断の仕方の勉強の一つになる材料の位置づけになると思う。
先般の運営委員会ででたのは、事業としての選択ではなくて、外部評価に向けた勉強会の一環として、こういう手法もありますということを通じて、昨年　外部評価を行いましたけれどもその結果、専門知識がなければ難しい、市民自治推進委員会の少数の市民だけで判断していいのかというような色々な意見が出まして、結局、市民自治推進委員会に留め置くことになったのです。
けれども、それを改善して行かないと、また、それを踏まえながら、外部評価をするに当たって、私たちがこういうことを通じて、この事業も必要でないのかということが分かる。
これは、市の職員がある程度イニシアチブをもってやっていくと、市民はどちらかといえば聞き役ではあるけれども、その流れを見ることによって事業の判断というものを下せるわけですから、事業の廃止、継続ということを市民の立場で参加することで判断することの勉強になると思います。
　　私は、主は外部評価にあると考えており、外部評価に向けた勉強会と位置づけております。
❑　その方法を行政のほうで、第三者の評価が入るから行うというのか、従来どおり行うというのかは市の判断ですね。

❑　ただ、勉強会は別です。

❑　事務局に聞きたいのですが、新市長は全事業の見直しを行うといってますね。それは、事業仕分けするということだと思いますが、そうするとこういうことはバッテングしますか。
❑　この間の議会では、事業仕分けを視野に入れて、実際に、どのような効果があるか。また、どういう問題が出てくるのかということを、調査・研究していくと答弁しております。
問題だけでいえば、色々な問題が出てくると思います。先ほど、言ったとおり外部の人は、このまちに関わらない。構想日本が行っていることは、本州の人が来て、コーディネーターという形で行っておりますので、それが果たしてこのまちに合うのか、ハレーションを起こさないのかということが論点になると思います。
それと、経費のことは、彼らはボランティアで行っており東京からの交通費、宿泊費、食事代を負担するということになっており、１人当たり６万円～８万円くらいかかります。１人だけということにならないと思いますので、事業の本数によるが５０万円～１００万円くらいが必要になると思います。
また、彼らが当地に来れるのは、仕事がありますから週末の土・日曜日か、連休になると思います。
必然的に、その時に実施できる事業本数は限られ、単年度だけで終るのか、３年位続けないと一通りの事業が終了しないということで問題が出てくると思います。（事務局）
❑　そうなると、全件でなく抽出となるのですよね。　
❑　ですから、考え方としては事業費５００万円以上のものを対象にするのか、　　補助金を除いて行うといことにするのかは、各自治体で考えて行えばよいことです。（事務局）
❑　どの事業を対象にするかということになりますね。

こういう方式で行うとすれば、誰が対象案件を抽出するのですか。

❑　他のまちを見れば、一定の基準を作り、市サイドで行っているようです。（事務局）
❑　先ほど　田中さんが言われたように、勉強会をやることはいいというところで止まっているのですね。
❑　この前の運営委員会で、市が費用負担をしてくれないかということでしたが、市がその費用を出すとすれば一定の効果を求められるし、継続できない一時的なものには費用負担は難しい。

さらに、予算措置をするためには、議会の承認を受けなければならないのでかなり難しいと思う。
　　単に、勉強会を行いたいというのであれば、明日から行く視察の中でかなりの資料を入手できると思います。例えば、仕分け人の質問事項等、別にお金をかけて模擬テストを行わなくとも、実際にこういう手順で行うということは視察に行ってきた中でかなり対処できると思います。（事務局）
❑　基本的に他市の人を入れることには反対です。
たとえ、市の中で市、議員、市民を公平に集め話し合った結果の結論が、後で考えが不足したとか、修正をしなければならないということがあったとしても、市民の話し合ったことを意見を信用しなければならない。
例えば、他市から来た人が公平だとは限らないし、人間は必ずある種の偏りをもっているし、よく分からない人に意見を聴いても結果は分からないと、私は思うので他自治体職員は１人も入れないことに賛成する。
❑　最近、耳が遠くなり困っているが、わがまちのことは心配しており、いま自分で将来のわがまちのことを考えているので、いずれペーパーに記載して提出する。
❑　新部会員を紹介します。安野尚允（やすの　しょういん）さんです。
❑　私は、室蘭地方タバコ組合の理事をしており登別市を担当で、富士町に住んでおります。今日初めて出席しましたが、今後ともよろしくお願いします。
❑　市民の中でしっかり外部評価できるようになってからでよい。
一つ一つ着実にやりながら力をつけて行くということでよいのではないか。
❑　この方式は、市が主催で行うのであれば市民自治推進委員会でどうのこうの言ってもしょうがないことである。これについては、行政が決めることである。
❑　市が行うことなので、私たち部会としてはどういう方法をとっていいのか、意見を伺いたいということを私はいっているのです。

❑　市の方式が変わったとしたら、この方法がいいと思って行ってもだめだと思うのですよ。

❑　これは、市が決めるということで。

❑　決まってくれないと方法だって、今まで通りでいいのか、どうかわからない。

❑　私たちは、そのようになった時に、どのような関係で行ったらいいのかということを聞きたいのです。
❑　部会長がこれを出してきたのは市の外部評価の方法が決まっていないので、その方法の一つとして提案してきたと思っています。（事務局）
❑　市で行うという前提ですが、こういう方法で行うとすれば、恵庭市のほかにもこういう方法があるという参考資料ですから恵庭市の資料と一体としてみてほしい。
❑　この方式がいいとなったら、登別市は、外部評価を二つやるということになる。評価方式が決まらないうちは、どうするかということにはならない。
❑　私の考えですが、事業仕分けを行うとすれば、ここで行っていることは必要ないと思う。

❑　市の方法が決まらなければ、自分たちがどうするこうするといったってだめではないか。
❑　心構えは必要でしょうし、外部評価については、この部会が一番進んでいる。
❑　逆に言うと、むやみに進めてもらってもらちがあかない。

❑　私は個人的にそう思っています。

❑　自分はそのように捉えていなかった。全然違うように捉えていた。
❑　そういうこともあります。

❑　市が外部の自治体職員を入れてやりたいといえば、何もいえない。
❑　いえないでしょうね。
❑　勉強会を行うためには、予算が必要である。基本的に私たちの市民自治推進委員会には予算がないので、これから予算要求してもいつになるか分からない話なので、私たちとしてはできない。
これが有効なものであると判断した上で市に対し事業として実施してくださいとお願いする立場しかない。実施するのであれば、その中に私たちも入れてくださいというスタンスになると思う。
❑　そうなれば、今まで部会としてやってきたことはやらなければならない。

❑　それは、イコール外部評価ではない。
❑　そうであれば、外部評価みたいなものを二つやることになるのでないか。
❑　恵庭市では、協働ということばを使っているが、これを明確に外部評価と内部

評価に分けられないと思う。

市が行っていることは、この調書の事業概要と予算の内訳を作成するところまでです。
恵庭の事業仕分けは、外部評価と内部評価の中間であると考えてよいと思う。（事務局）

❑　反対である。自分のまちのことは、自分たちで考えさせてほしい。
❑　勉強会は、「やらない」が、附帯意見として、①視察報告を受けて、再度検討する。②恵庭市方式に過不足を検討して行う。というころで運営委員会へ報告をします。

❑　次に、「登別市の仕事」について、個々人の意見を出してください。

❑　資料６ページ　　観光ホスピタル
　　資料６ページ　　産業クラスター
　　資料９ページ　　ときめき大学

　　資料１１ページ　コミュニティ助成事業

　　資料１１ページ　地域イントラネット維持管理経費
　　以上について、希望します。

❑　他の方はないですか。それでは、次回まで考えてきてください。
❑　次に、ふるさと納税制度とパブリックコメント制度について、事務局より説明
願います。
❑　～事務局から別紙資料に基づき説明～
❑　中期財政見通しの約２８億足りないこととなっているが、過不足の内訳とどのように対応していくのか次回の部会でお聞きしたい。

◆次回開催日時　　平成２０年１１月１８日（火）　１８：３０～

　　　　　　　　　市役所２階　第１委員会室
◆次回テーマ　　　①事業仕分けについて
②中長期財政計画について
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